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令和６年度 

岡山市定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所整備事業者募集要項 

 

１ 募集の趣旨 

定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所の整備を促進し、第９期高齢者保健福祉計

画・介護保険事業計画に定める目標を達成するため、予算の範囲内において、岡山県地

域医療介護総合確保基金事業費補助金（介護施設等整備分）交付要綱、同実施要綱、岡

山市地域医療介護総合確保基金事業費補助金（看護小規模多機能型居宅介護事業所等整

備分）に基づき、岡山市地域医療介護総合確保基金事業費補助金（定期巡回・随時対応

型訪問介護看護事業所整備分）を交付する事業候補者と事前協議するために行うもので

す。 

 

２ 募集内容 

（１）整備年度    令和６年度 

           （令和６年度中に介護保険法に基づく事業所指定を受け、事業を開

始すること。令和７年４月１日付け事業所新規指定分を含む。） 

（２）整備内容    介護保険法第８条第１５項に規定する定期巡回・随時対応型訪問介

護看護事業所（一体型、連携型を問いません。） 

（３）整備対象区域  事業所の所在地は、岡山市内であること（地域密着型サービスの特

性上、サービス提供区域も岡山市内であること）。 

（４）補助対象施設数 岡山市地域医療介護総合確保基金事業費補助金（看護小規模多機 

           能型居宅介護事業所等整備分）交付要綱別表に定める事業ごとに 

          ２施設（補助対象施設は、補助金交付申請受付順とします。た 

だし、応募数が上限を超えた場合は、岡山市内における定期巡回 

・随時対応型訪問介護看護サービスの未実施地域へサービス提供 

する事業者を優先します。） 

（５）整備用地等 

① 整備用地は、岡山市による施設整備費補助の交付決定の前日において、下記の危険

区域等に指定されていないこと。 

(ｱ) 土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律第９条の規

定による「土砂災害特別警戒区域」 

(ｲ) 土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律第７条の規

定による「土砂災害警戒区域」 

(ｳ) 急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法律第３条の規定による「急傾斜地

崩壊危険区域」 

(ｴ) 地すべり等防止法第３条の規定による「地すべり防止区域」 
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(ｵ) 砂防法第２条の規定による「砂防設備を要する土地又はこの法律により治水上

砂防の為一定の行為を禁止若は制限すべき土地」 

(ｶ) 土砂災害危険箇所 

(ｷ) 山地災害危険地区 

 ※ 岡山市の防災情報マップ、岡山県が提供する地理情報システム「おかやま全県

統合型ＧＩＳ」等をご確認ください。詳細は所管部署にお問い合わせください。 

② その他 

用地の開発、造成及び施設建設に当たっては、都市計画法、建築基準法、宅地造成等

規制法、農地法など、関係法令・条例等の規制を受けないものであるか、又は、規制

の解除が確実なものでなければいけないため、事前に関係機関と協議してください。 

整備用地が取得予定の場合で、抵当権等が設定されている場合や、借地又は地上権を

設定して整備用地を確保する場合等は別途必要な書類があります。 

 

３ 応募資格 

次のいずれにも該当すること。 

（１）定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所を整備する予定の者であって、法人である

もの。 

（２）高齢者医療、看護及び介護に関する事業の知識を有し、法令を順守して事業を実施す

る意思のあること。 

（３）法人又はその代表者が、次の事項に該当しないこと。 

① 法律行為を行う能力を有しない者 

② 破産者で復権を得ない者 

③ 岡山市暴力団排除基本条例（平成２４年市条例第３号）第２条第２号に規定する 

暴力団員を、岡山市指定地域密着型サービスの事業の人員，設備及び運営に関する 

基準等を定める条例（平成２４年市条例第８６号）に規定する役員及び当該申請に 

係る事業所を管理する者に含む者 

④ 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４第２項（同項を準用

する場合を含む。）の規定により、岡山市における一般競争入札等の参加を制限され

ている者 

⑤ 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第１１項の規定による指定

の取り消しを受けたことがある者 

⑥ 岡山市指名停止基準に基づく指名停止期間中の者 

⑦ 国税又は地方税を滞納している者 

⑧ 介護保険法に定める欠格条項に該当する者  
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４ 事業所指定について 

地域密着型サービスの事業者指定は、年４回行う予定です。 

事業所指定 

申請書締切日 

地域密着型サービス 

運営委員会の開催 
指定日（予定） 

 ２月末日  ３月 ４月１日 

 ５月末日  ６月 ７月１日 

 ８月末日  ９月 １０月１日 

１１月末日 １２月 １月１日 

    ※事業所指定申請に向けて、スケジュールをよくご確認ください。 

 

５ 補助金の概要 

（１）地域密着型サービス等整備事業 

 ・対象経費  整備に必要な工事費又は工事請負費及び工事事務費 

（工事事務費については、工事施工のため直接必要な事務に要する経費で

あって、旅費、消耗品費、通信運搬費、印刷製本費及び設計監督料等を

いい、その額は、工事費又は工事請負費の２．６％に相当する額を上限

とする。） 

 ・補助予定額 １施設につき６，４７０千円を上限とする。 

 

（２）介護施設等の施設開設事業 

 ・対象経費  事業所の円滑な開所に必要な需用費、使用料及び賃借料、備品購入費（備

品設置に伴う工事請負費を含む。）、報酬、給料、職員手当等、共済費、賃

金、旅費、役務費、委託料又は工事請負費。 

・補助予定額 １施設につき１５，３００千円を上限とする。 

 

 ※なお、いずれの補助金も、岡山県から岡山市への内示額によっては、岡山市補助金の交

付ができない場合、又は、補助金額を減額する場合もありますので、予めご了承くださ

い。 

 

６ 応募の手続き 

（１） 事前協議 

事前協議受付期間：令和６年８月１日（木）～令和６年８月３０日（金） 

応募書類提出前の事前協議は必須とします。なるべく早い時期に、事前に

日程予約の上、担当者と協議を行ってください。 

※事前協議についての詳細は「７ 事前協議について」をご覧ください。 
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（２）申込方法 

   事前協議終了後に、所定の様式及び添付書類を、岡山市保健福祉局高齢福祉部事業者

指導課まで持参してください。 

 

（３）応募受付期間 

令和６年９月２日（月） ～令和６年９月１３日（金） 

午前９時～午後５時まで（土、日、祝日を除く） 

（４）事前協議先・応募書類提出先 

岡山市北区大供三丁目１番１８号 ＫＳＢ会館４階 

岡山市保健福祉局 高齢福祉部 事業者指導課 訪問居宅事業者係 

電話（０８６）２１２－１０１２ 

（５）書類提出方法 

提出書類は、電話連絡の上、直接、持参してください。 

郵便、ファックス、電子メール等による提出は受け付けません。 

 

７ 事前協議について 

（１） 期間内に事業者自身（整備の内容、運営の方法、その他について熟知している方）

が来庁してください。設計業者等、事業者以外の方のみでの協議は不可とします。 

（２） 事前協議については、事業者自身で協議希望日の３日前までに事業者指導課へ電話

連絡のうえ、日時予約を行ってください。 

（３） 初回の事前協議以降は、必要に応じて追加での協議を行ってください。 

（４） 事前協議に必要な書類については以下のとおりです。 

① 事業計画書 

② 平面図 

③ 位置図（1/2500、1/25000） 

④ 工程表 

⑤ 設計書（見積書） 

（５） 施設整備計画についての相談等にあたっては、その施設の種類、事業内容、設置条

件等について、事前に研究し、十分理解しておいてください。計画を進めるうえで、

岡山市の施設整備方針やその他関係機関の計画に適合していることが必要となるの

で、場合によっては整備計画の見直しが必要になります。 

 

８ 応募に当たっての留意事項 

（１）関係法令、関係基準・通知及び関係市条例・規則を承知の上で、応募してください。 

（２）提出書類等に虚偽の記載があった場合は、失格とします。 

（３）提出期限後の書類の追加提出、差し替え等は、お受けできません。 
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（４）応募要件等を満たしていないと認められる場合は、審査は行いません。 

（５）応募に関わる経費は、全て応募者の負担とします。 

（６）提出された書類については、理由の如何に拘らず、返却しません。 

（７）事前協議の受付によって、補助金の交付が確約されるものではありません。 

 

９ 結果の通知 

交付対象事業者として採択された場合は、応募者に対して、結果を通知します。 

 

１０ スケジュールの概要 

令和６年８月 １日    ・事前協議の受付開始 

８月３０日    ・事前協議の受付終了 

９月 ２日    ・応募書類の受付開始 

９月１３日    ・応募書類の提出期限 

     ９月中旬以降   ・採択通知 

         ・補助金の内示 

              ・補助金申請書類の提出 その後、事業所の整備に着手 

              ・事業所指定準備（指定申請書類作成等） 

              ・現地確認等 

              ・事業所指定（令和７年４月１日まで） 


